
（平成２２年６月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

厚生年金関係 8 件

年金記録確認岩手地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

岩手厚生年金 事案 629 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 44年３月１日から 48年４月１日までの期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていることが認められる

ことから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日に係る記録を 44

年３月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額については 44 年３月から同年６

月までは２万 2,000 円、同年７月から 45 年６月までは２万 6,000 円、同年７月

から同年９月までは３万 6,000円、同年 10月から 46年９月までは３万 9,000円、

同年 10月から 47年６月までは４万 5,000円、同年７月から同年９月までは５万

6,000円、同年 10月から 48年３月までは６万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 22年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 昭和 44年３月１日から 48年４月１日まで 

           ② 昭和 63年８月６日から平成元年４月 30日まで 

私は、Ａ社に昭和 44 年３月１日に入社したが、48 年４月１日からしか厚生

年金保険の被保険者記録が無いことに納得がいかない。 

また、Ｃ社にはＤ市から出稼ぎの紹介を受け２回勤務したが、３回目の勤

務では同社に直接電話して採用してもらったので、３回目の勤務については厚

生年金保険に加入しているはずである。 

私が両申立期間において厚生年金保険被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人の入社日に関する具体的供述及び当時の社会保

険事務担当者の供述から、申立人が昭和 44 年３月１日からＡ社に継続して勤務

していたことが認められる。 

また、複数の同僚が申立人は正社員であったと供述しているところ、当時の社

会保険事務担当者は「申立人は昭和 44 年３月に入社し、最初から正社員だった。

正社員なので厚生年金保険料の控除も行っていた。」と供述しており、申立人の



                      

  

前任者である社長の運転手であった同僚は「厚生年金保険に加入しないのは日雇

契約者か、現場監督が手配した下請の職人だけで、運転手は正社員であり厚生年

金保険に加入していた。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を

事業主より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人が当該事業所において厚

生年金保険の被保険者資格を取得した昭和 48 年４月の標準報酬月額（６万

4,000 円）が同額であった同僚の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から

判断すると、44 年３月から同年６月までは２万 2,000 円、同年７月から 45 年６

月までは２万 6,000 円、同年７月から同年９月までは３万 6,000 円、同年 10 月

から 46 年９月までは３万 9,000 円、同年 10 月から 47 年６月までは４万 5,000

円、同年７月から同年９月までは５万 6,000円、同年 10月から 48年３月までは

６万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、申立てどおりの被保険者資格取得届や、その後に事

業主が行うべき複数回の被保険者報酬月額算定基礎届などのいずれの機会におい

ても社会保険事務所（当時）は当該届出を記録していない。これは通常の事務処

理では考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおり被保険者資格取

得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 44 年

３月から 48 年３月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立期間①に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間②については、同僚の供述から、申立人がＣ社に勤務していた

ことは推認できるが、事業主は「当社が保管する雇用保険喪失データの中に申立

人の名前が無いことから、申立人を正社員として採用していないことが確認でき

る。また、期間従業員として採用したのであれば労働契約書の控えを保管してい

るが、申立人の申立期間に係る労働契約書が無いので申立人の勤務実態を確認で

きない。このほかに当時の資料を保管していないので申立人の厚生年金保険の適

用については不明である。」と回答している。 

また、申立人から名前の挙がった同僚は「私は期間従業員として昭和 61 年４

月ごろ入社したが、入社当初は厚生年金保険に加入していなかった。会社から厚

生年金保険に加入させると説明されたのは何年か働いてからだった。」と供述し

ているところ、オンライン記録によると、当該同僚が当該事業所において厚生年

金保険被保険者の資格を取得したのは平成２年５月１日と確認できる。 

さらに、雇用保険の加入記録によると、申立人は申立期間②において当該事業

所とは別の事業所で加入記録が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主によ



                      

  

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

岩手厚生年金 事案 635 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る記

録を昭和 64 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額については７万

2,000円とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｃ支店における資格喪失日に

係る記録を平成３年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額については 14

万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 63年 12月 30日から 64年１月１日まで 

  ② 平成２年 12月 31日から３年１月１日まで 

私は申立期間①において、Ａ社Ｂ支店から同一法人であるＡ社Ｃ支店へ異

動となったが、昭和 63年 12月分の厚生年金保険の被保険者記録が無かった。

申立期間において継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者記録を

訂正してほしい。 

また、申立期間②において、Ａ社Ｃ支店に勤務していたが、厚生年金保険

の被保険者記録が無かった。給与から厚生年金保険料が控除されていたことを

確認できる給料支給明細書及び関係資料を提出するので、厚生年金保険の被保

険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ支店に係る申立期間①については、雇用保険の被保険者記録並びに同事

業所から提出された出勤簿及び事業主の回答から判断すると、申立人がＡ社に継

続して勤務し（昭和 64 年１月１日に同社Ｂ支店から同社Ｃ支店に異動）、申立



                      

  

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人の申立事業所における昭

和 63年 11月のオンライン記録から７万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、Ａ社Ｂ支店は、当時の保険料納付を確認できる資料

が保存されていないため不明としているおり、このほかに確認できる関連資料、

周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が

申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 

Ａ社Ｃ支店に係る申立期間②については、申立人から提出された給料支給明細

書及び出勤簿並びに事業主の回答により、申立人は申立期間において同事業所に

勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人から提出された給料支給

明細書から、14万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、Ａ社Ｃ支店は保険料については納付していないと回

答している上、事業主が資格喪失日を平成３年１月１日として届け出たにもかか

わらず、社会保険事務所がこれを２年 12月 31日と誤って記録することは考え難

いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る同年 12 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当

した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期

間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

岩手厚生年金 事案 636 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成３年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額については 14 万 2,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

住 所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年 12月 31日から３年１月１日まで 

私は申立期間においてＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記

録が無かった。給与から厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる給

料支給明細書及び関係資料を提出するので、厚生年金保険の被保険者記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給料支給明細書及び出勤簿並びに事業主の回答により、

申立人は申立期間においてＡ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出された給料支給明

細書から、14万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、当該事業所は保険料については納付していないと回答

している上、事業主が資格喪失日を平成３年１月１日として届け出たにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）がこれを２年 12月 31日と誤って記録することは

考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る同年 12 月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る

申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 637 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成３年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額については 13 万 4,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住 所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年 12月 31日から３年１月１日まで 

私は申立期間においてＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記

録が無かった。給与から厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる給

料支給明細書及び関係資料を提出するので、厚生年金保険の被保険者記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給料支給明細書及び出勤簿並びに事業主の回答により、

申立人は申立期間においてＡ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出された給料支給明

細書から、13万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、当該事業所は保険料については納付していないと回答

している上、事業主が資格喪失日を平成３年１月１日として届け出たにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）がこれを２年 12月 31日と誤って記録することは

考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る同年 12 月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る

申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 638 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成３年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額については 15 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住 所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年 12月 31日から３年１月１日まで 

私は申立期間においてＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記

録が無かった。給与から厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる給

料支給明細書及び関係資料を提出するので、厚生年金保険の被保険者記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給料支給明細書及び出勤簿並びに事業主の回答により、

申立人は申立期間においてＡ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出された給料支給明

細書から、15万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、当該事業所は保険料については納付していないと回答

している上、事業主が資格喪失日を平成３年１月１日として届け出たにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）がこれを２年 12月 31日と誤って記録することは

考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る同年 12 月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る

申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 639 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成３年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額については 13 万 4,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住 所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年 12月 31日から３年１月１日まで 

私は申立期間においてＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記

録が無かった。給与から厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる給

料支給明細書及び関係資料を提出するので、厚生年金保険の被保険者記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給料支給明細書及び出勤簿並びに事業主の回答により、

申立人は申立期間においてＡ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出された給料支給明

細書から、13万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、当該事業所は保険料については納付していないと回答

している上、事業主が資格喪失日を平成３年１月１日として届け出たにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）がこれを２年 12月 31日と誤って記録することは

考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る同年 12 月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る

申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 640 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成３年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額については 14 万 2,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住 所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年 12月 31日から３年１月１日まで 

私は申立期間においてＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記

録が無かった。給与から厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる給

料支給明細書及び関係資料を提出するので、厚生年金保険の被保険者記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給料支給明細書及び出勤簿並びに事業主の回答により、

申立人は申立期間においてＡ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出された給料支給明

細書から、14万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、当該事業所は保険料については納付していないと回答

している上、事業主が資格喪失日を平成３年１月１日として届け出たにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）がこれを２年 12月 31日と誤って記録することは

考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る同年 12 月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る

申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 641 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成３年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額については 12 万 6,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

住 所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年 12月 31日から３年１月１日まで 

私は申立期間においてＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記

録が無かった。給与から厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる給

料支給明細書及び関係資料を提出するので、厚生年金保険の被保険者記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給料支給明細書及び出勤簿並びに事業主の回答により、

申立人は申立期間においてＡ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出された給料支給明

細書から、12万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、当該事業所は保険料については納付していないと回答

している上、事業主が資格喪失日を平成３年１月１日として届け出たにもかかわ

らず、社会保険事務所（当時）がこれを２年 12月 31日と誤って記録することは

考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る同年 12 月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る

申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 642 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ事業所（現在は、Ｂ事業所）における資格取得日は昭和 19 年５月

１日、資格喪失日は 20年８月 15日であると認められることから、当該期間に係

る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日の記録を訂正することが必要で

ある。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 19年５月から同年 11月まで

は 30円、同年 12月から 20年７月までは 50円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 19年５月１日から 20年８月 15日まで 

私は、昭和 19 年３月に 14 歳でＣ国民学校を卒業した後、同年５月１日か

らＡ事業所に勤務し、終戦と同時に退職してＤ市に帰郷したが、厚生労働省の

記録では、申立期間について、厚生年金保険の加入記録が無い。私の厚生年金

保険被保険者記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人と一緒にＣ国民学校を卒業し、Ａ事業所に入社した同僚の供述から、申

立人が申立期間において同社に勤務していたことが推認できる。 

また、健康保険労働者年金保険被保険者名簿には、申立人及び同僚の当該事業

所における労働者年金保険被保険者の資格取得日は、昭和 19 年５月１日と記録

されており、同年 12 月１日に標準報酬等級が改定されていることが確認できる。 

さらに、当該被保険者名簿には、申立人の資格喪失日は記載されていないもの

の、申立人及び前述の同僚は「終戦後に二人で帰郷した。」と供述しているとこ

ろ、同僚の被保険者資格喪失日は、オンライン記録によると、昭和 20 年８月 15

日であることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人の当該事業所における厚生年金保険の資

格取得日は昭和 19 年５月１日、資格喪失日は 20 年８月 15 日であると認められ

る。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、健康保険労働者年金保険被保険者

名簿から確認できる標準報酬等級の記載から、昭和 19年５月から同年 11月まで

は 30円、同年 12月から 20年７月までは 50円とすることが妥当である。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 643 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は昭和 17年６月１日、資格喪失日は 18年７

月１日であると認められることから、当該期間に係る労働者年金保険被保険者資

格の取得日及び喪失日の記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 17年１月１日から 18年７月１日まで 

私は申立期間にＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記録が無

かった。間違いなく勤務していたので、申立期間について厚生年金保険被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった厚生年金保険被保険者証により、申立人は昭和 17 年

１月１日に労働者年金保険の資格を取得していることが確認でき、当該記録は申

立人に係る労働者年金保険被保険者台帳索引票の記録及びＡ社に係る事業所別被

保険者名簿の記録と一致している。 

一方、当該名簿は昭和 55 年１月１日に何らかの資料を基に作成されたもので

あることがうかがえる上、当該名簿には申立人の資格喪失日及び標準報酬月額は

記録されていないほか、当該名簿の申立人が記載されているページとその前後の

ページに記載されている被保険者について、その大半の者は申立人と同様に資格

喪失日及び標準報酬月額が記録されておらず、不完全な被保険者記録となってい

る。また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳には、当該事業所における被

保険者記録は確認できないほか、当該名簿に記載されている被保険者についても、

同台帳において当該事業所における被保険者記録が確認できない者が複数みられ

ることから、当該事業所の被保険者に係る記録管理が適切に行われていなかった

ことがうかがえる。 

さらに、申立人は「当該事業所には昭和 14 年６月に入社し、ちょうど４年間

働き、18 年６月末に退職した。退職後、約１か月間休んだ後、次の会社に入社

した。」と供述しているところ、申立人は 18 年８月５日に申立事業所とは別の



                      

  

事業所において労働者年金保険の被保険者となっていることが確認できる。 

一方、労働者年金保険法は、昭和 17 年１月に施行された後、適用準備期間を

経て同年６月に保険料の徴収が開始されていることから、労働者年金保険の被保

険者資格期間に参入されるのは、保険料徴収開始後の同年６月１日以降の期間と

なる。 

また、当該名簿において労働者年金保険の資格取得日が昭和 17 年１月１日と

なっている者について、オンライン記録において資格取得日が判明した者はすべ

て同年６月１日に資格取得していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立事業所における労働者年金保険の

資格取得日は昭和 17年６月１日、資格喪失日は 18年７月１日であると認められ

る。 

また、当該期間の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保険法の

一部を改正する法律（昭和 44年法律第 78号）附則第３条の規定に準じ、１万円

とすることが妥当である。 

 

 



                      

  

岩手厚生年金 事案 630 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和 22年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年４月から 39年９月まで  

私は、昭和 38年４月から 39年９月までＡ社で勤務した。 

しかし、年金事務所に確認したところ、申立期間について、厚生年金保険

の被保険者記録が無いとの回答を受けた。 

勤務していたことは間違いないので、申立期間について調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった写真、Ｂの資格の免状及び元同僚の供述により、申立

人が申立期間においてＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、当該事業所は、厚生年金保険の適用事業所として存在していた記録が

無く、商業登記簿謄本に記載された元代表取締役は所在不明のため連絡が取れず、

申立内容を裏付ける関連資料や供述を得ることはできなかった。 

また、Ｃ校の回答から、申立人及び申立人が名前を挙げた元同僚４人は、同校

の修了生であり、昭和 38 年３月末に同校を修了後、同年４月にＡ社へ入社した

ことが確認できるが、オンライン記録によると、これらの元同僚４人は、申立人

と同様に申立期間において厚生年金保険被保険者記録が無い。 

さらに、申立人が名前を挙げたこれらの元同僚のうち、所在が確認できた二人

に照会したが、当該事業所における厚生年金保険の加入及び保険料控除等につい

て具体的な供述を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 631 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ：  昭和 30 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53年４月１日から同年 12月１日まで   

私は、昭和 53 年４月から同年 11 月末までＡ社Ｂ課で期限付臨時職員とし

て勤務していた。その当時の厚生年金保険料納付の有無を証明するものは何も

無いが、同時期に期限付臨時職員として勤務していた知人は、厚生年金保険の

加入記録があることを聞いた。 

申立期間については、間違いなく勤務したので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社人事課が保管している辞令書（写）、複数の元同僚の供述及び雇用保険

の被保険者記録により、申立人が、昭和 53年４月１日から同年 11月 30日まで

Ａ社Ｂ課に勤務していたことは確認できる。 

しかし、Ａ社人事課は、当時の関連資料が無いので申立人の申立期間に係る厚

生年金保険の届出及び保険料納付については不明と回答している。 

また、当時、申立人と一緒に勤務し社会保険を担当していた元職員は、「当時

の期限付臨時職員は、社会保険の加入については、本人の希望や事情により加入

させていないこともあった。」と回答しており、元同僚の記録を確認すると、厚

生年金保険に加入していない者が複数確認できることから、申立期間当時、Ｂ課

においては、すべての期限付臨時職員を厚生年金保険に加入させる取扱いではな

かったことがうかがえる。 

さらに、申立人の母の健康保険厚生年金保険被保険者原票により、申立人は、

申立期間においてその母の被扶養者となっていることが確認できる。 

加えて、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立

期間において申立人の記録は無い上、健康保険の整理番号に欠番や乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 632 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48年 11月から 49年４月まで 

   ② 昭和 51年 11月から 52年４月まで 

私は、Ｄ市にあるＡ社（現在は、Ｂ社）Ｅ店で季節労働者として２回以上

働いた。社会保険事務所（当時）で話をしたが確認してもらえず、銀行で年金

相談をした時、第三者委員会のことを知ったので申立てをした。 

間違いなく勤務していたので、調べて厚生年金保険の記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社において季節労働者として２回以上勤務したとしているが、雇

用保険の被保険者記録及びオンライン記録では、昭和 49 年 11 月から 50 年４月

までの期間及び同年 11月から 51年４月までの期間に勤務したことは確認できる

ものの、申立期間①及び②については雇用保険の被保険者記録は確認できない。 

また、申立期間に一緒に働いたとする同僚や、申立期間に申立事業所において

厚生年金保険被保険者記録のある複数の同僚に照会したが、申立期間における申

立人の勤務実態について供述を得ることはできなかった。 

さらに、申立期間の勤務実態や厚生年金保険の加入についてＢ社に照会したが、

申立人に係る関係書類が保管されておらず不明としており、申立内容を確認する

ことができなかった。 

加えて、申立事業所に係る厚生年金保険被保険者原票を確認したところ、申立

期間において申立人の記録は無い上、厚生年金保険の整理番号に欠番や乱れも無

い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立



                      

  

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 633（事案 412の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 35年 10月初めから 37年 10月末まで 

  ② 昭和 37年 10月末から 38年３月末まで 

私は、申立期間①について、Ａ県Ｂ郡Ｃ町のＤ社に隣接していたＥ社の４

号釜でＦという者と一緒に勤務した。 

また、申立期間②については、Ｇ市Ｈ駅近くに所在したＩ社下請会社のＪ

社に勤務した。 

これらの期間について、社会保険事務所（当時）に照会したところ、厚生

年金保険の加入記録が無いと回答された。証拠書類は無いが、申立期間につい

て厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②に係る申立てについては、前回の申立てにおいて、申立人は

申立期間①については昭和 31年 11月末から 34年 10月末までとし、申立期間②

については 34 年 11 月 1 日から 36 年３月末までとして申し立てているが、両期

間ともに申立事業所を確認できる資料が無く、申立人が名前を挙げた類似の事業

所においても申立人の申立内容を裏付ける関連資料及び供述を得ることができな

かったことから、既に当委員会の決定に基づき、平成 21 年９月９日付けで年金

記録の訂正は必要ではないとする通知が行われている。 

今回、申立期間①について、申立てどおりの地域に所在しているＫ社及び同事

業所で厚生年金保険に加入している者に、申立人が書いた組織図「Ｅ社の組織 

昭和 35年 10月～昭和 37年 10月迄」等をもとに照会したところ、現在の事業主

及び複数の元従業員が「Ｋ社であると思う。」と供述しているものの、申立人及

び申立人が名前を挙げた元同僚を記憶している者は無く、申立内容を裏付ける関

連資料及び供述を得ることができなかった。 

また、申立人は、平成 22年３月 23日に実施した口頭意見陳述の際、「申立て



                      

  

を裏付ける資料がある。」として、同月 30 日に提出があったＫ社の当時の工員

辞令簿の写しには、申立人と同姓同名の者について「36.４.１工員を命ず。」と

の記載が見られるが、当委員会が同社から入手した原本証明がなされた同辞令簿

には「39.４.１工員を命ず。」とあることから、申立人の申立てを裏付ける資料

とは認められない。 

申立期間②について、オンライン記録ではＪ社が厚生年金保険の適用事業所と

なった記録は無く、住所地を管轄するＬ地方法務局に照会しても、同社の記録及

び商業登記簿は無いことから、事業主も不明であり、申立内容を裏付ける関連資

料や供述を得ることができなかった。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことか

ら、申立人が申立期間①及び②について厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 634 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間  ： ① 昭和 42年 11月から 43年４月まで 

  ② 昭和 43年 11月から 44年４月まで 

私は、近所の人の紹介で、Ａ市にあるＢ社の住宅団地造成工事現場に夫婦

二人で働きに行った。その時に妻が病気でＡ市の病院に通ったが、健康保険証

はＢ社で加入したものを使ったと思うので、厚生年金保険被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ社の所在地はＡ市であったと供述しているところ、同所在地にお

いて、申立期間に同事業所が厚生年金保険の適用事業所として存在した記録が無

く、管轄する法務局に照会したが、同事業所に係る商業法人登記の記録も確認で

きなかったことから、事業主は不明であり、申立内容を裏付ける関連資料や具体

的な供述を得ることができなかった。 

また、申立人に勤務先を紹介したとして申立人が名前を挙げた者は、既に他界

しており、申立人が一緒に働いていたとする元同僚は、所在不明であるため供述

を得ることはできなかった。 

さらに、申立期間に適用事業所として記録されている全国の類似名称の事業所

（Ｂ社、Ｃ社等の 22 社）についてオンライン記録を確認したが、申立人の記録

は無い。 

加えて、国民年金被保険者名簿を見ると、申立人は、申立期間①及び②につい

ては申請免除期間となっていたが、後日国民年金保険料を追納していることが確

認できる。 

また、Ｄ市が保管する国民健康保険被保険者台帳によると、申立人は、昭和

30 年３月１日に国民健康保険被保険者資格を取得し、申立期間①及び②につい

ても国民健康保険に加入していることが確認できる。 



                      

  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。  

 



                      

  

岩手厚生年金 事案 644 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年 11月から同年 12月 28日まで 

私は平成８年 11 月から９年３月までＡ事業所に臨時社員として勤務してい

たが、申立期間において厚生年金保険の被保険者記録が無かった。間違いなく

勤務していたので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録により、申立人は平成８年 11 月５日にＡ事業所にお

いて雇用保険被保険者資格を取得していることが確認できる。 

しかし、Ｂ健康保険組合から提出のあった健康保険被保険者資格取得確認及び

標準報酬決定通知書によると、申立人は平成８年 12月 28日に同健康保険組合の

被保険者資格を取得しており、当該被保険者記録は厚生年金保険の被保険者資格

取得日と一致していることが確認できる。 

また、申立人は当該事業所での雇用形態について臨時社員であったと供述して

いるところ、事業主は「申立人に係る資料等は保管していないものの、雇用期間

が２か月以内の臨時社員は当該期間を適用除外として厚生年金保険に加入させず、

雇用契約の更新時において雇用期間が２か月以上となった場合に雇用契約更新日

より厚生年金保険に加入させる。」と回答しており、申立人の同僚は「私は、最

初の２か月は臨時雇用で、その後３か月の雇用期間になった時点で厚生年金保険

に加入させてもらったと思う。」と回答している。 

さらに、当該事業所において厚生年金保険の被保険者となっていた複数の者に

照会したが、申立人が申立期間において厚生年金保険に加入していた事実を裏付

ける供述や関連資料を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立



                      

  

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



                      

  

岩手厚生年金 事案 645 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33年３月ごろから 40年 10月 20日まで 

私は申立期間においてＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記

録が無かった。間違いなく勤務していたので厚生年金保険被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録により、昭和 33年３月１日から 40年 10月 25日まで

の期間において、申立人がＡ社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、当該事業所は昭和 56年 10月１日に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっており、当時の事業主も既に死亡していることから、申立人の勤務

実態や厚生年金保険の適用について確認することができなかった。 

また、申立期間において当該事業所で被保険者であった者に照会したが、申立

内容を裏付ける供述は得られなかった。 

さらに、申立人は「申立期間において、申立期間後に結婚した夫とともに当該

事業所に勤務した。」と供述しているところ、当該事業所に係る健康保険厚生年

金保険事業所別被保険者名簿によると、申立人及び申立人の夫の記録は無い上、

申立期間において健康保険の整理番号に欠番や乱れも無い。 

なお、オンライン記録によると、申立期間を含む昭和 36年９月から 41年３月

までは国民年金の申請免除期間であることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

岩手厚生年金 事案 646 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46年４月１日から 49年３月 31日まで 

  ② 昭和 49年４月１日から 55年 12月まで 

  ③ 昭和 56年１月から同年３月まで 

私は申立期間①はＡ社に、申立期間②はＢ事業所に、申立期間③はＣ事業

所にそれぞれ勤務していたが、いずれの申立期間においても厚生年金保険の被

保険者記録が無かった。 

間違いなく勤務していたので、申立期間について厚生年金保険被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る申立期間①については、同社の経理担当者の供述により、時期及び

期間は不明であるが、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人が事業所の所在地として供述したＤ市において、当該事業所が

厚生年金保険の適用事業所として存在していた記録が無い。 

また、当該経理担当者は「当社は３、４人の従業員しかいない小さな会社であ

り、厚生年金保険の適用事業所ではなかった。所得税は給与から控除していたが、

厚生年金保険料や健康保険料は控除していなかった。」と供述している。 

Ｂ事業所に係る申立期間②については、事業主の供述により、時期及び期間は

不明であるが、申立人が同事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人が事業所の所在地として供述したＥ市において、当該事業所が

厚生年金保険の適用事業所として存在していた記録が無い。 

また、事業主は「当時の従業員は３人程度であり、個人事業所だった。厚生年

金保険の適用事業所にはなっておらず、従業員から厚生年金保険料はもらってい

ない。従業員には国民年金に加入するよう説明していた。」と供述している。 

Ｃ事業所に係る申立期間③については、事業主の供述により、時期及び期間は



                      

  

不明であるが、申立人が同事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかし、事業所記号簿によると、当該事業所は昭和 59 年４月１日にＣ事業所

として厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は厚生年金保険の

適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、事業主は「当時の従業員は２、３人程度であり、個人事業所として営業

しており、厚生年金保険の適用事業所ではなかった。従業員から厚生年金保険料

を預かることもなかったし、従業員には、それぞれ国民年金及び国民健康保険に

加入するよう説明していた。」と供述しているところ、申立人は申立期間におい

て国民年金に加入し、申立期間は国民年金保険料の納付済期間となっていること

が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①から③までにおける厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間①から③までに係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 


